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1. はじめに 
気候変動に伴う近年の災害激甚化に伴い、様々な災害対

策が重要となっている。 1災害への備えの考え方として、

自助、共助、公助の 3 観点が存在する。「自助」とは、災

害が発生したときに、まず自分自身の身の安全を守ること

ある。「共助」とは、地域やコミュニティといった周囲の

人たちが協力して助け合うことを指す。そして、市町村や

消防、県や警察、自衛隊といった公的機関による救助・援

助が「公助」である。このうち、政府・自治体の広報やマ

スメディアでの特集、防災対策アプリ等を通じて、災害対

策用品の備蓄や備蓄食料品を日常生活で消費・追加をおこ

なう 2ローリングストック等、「自助」に向けた準備は

徐々に浸透している 3。また、政府・自治体による河川氾

濫対策や災害発生時の活動体制の構築等、「公助」に向け

た準備も進みつつあると言える。一方で、「共助」につい

ては、住民間の自発的な助け合いが基本となるため、「自

助」「共助」と比較すると、政府・地方自治体等による直

接的な支援が難しい。 
本研究では「共助」を促進することを目指し、向社会的

行動と関連のある行動・心理因子についてアンケート調査

を通じて調査した結果を報告する。向社会的行動とは「他

の個人や集団を助けようとしたり，こうした人々のために

なることをしようとしてなされた自主的な行為」と定義し

ている。従って、共助と向社会的行動は類似の意味を持つ

と考えられる。また、向社会的行動は感謝行動と社会的価

値と関連があることが分かっており、向社会的行動の促進

を目指し、これら因子との関係も併せて調査した。 

2. 調査 
本研究では、「共助」を促進することを目指し、向社会

的行動と関連が考えられる行動・心理因子についてアンケ

ート調査によって調査することを目的とする。 

2.1 調査対象の行動・心理因子 

本調査では、既存研究を参考に次の心理尺度を用いる。

防災に関する行動・心理因子として、災害自己効力感の下

位尺度である対人資源活用力（以降「災害自己効力感（他

人資源活用力）」とする）[1]とコミュニティ意識尺度文字

の下位尺度である連帯・積極性（以降「コミュニティ意識

（連帯・積極性）」とする）[2]を用いる。また、向社会的

行動に関連のある行動・心理因子として、対人的感謝尺度
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（以降「感謝行動」とする）[3]と価値志向的精神作用尺度

（以降「社会的価値」とする）[4]、対象別利他行動尺度の

下位尺度である他人項目群（以降「向社会的行動（他人）」

とする）[5]を用いた。 

2.2 調査方法 

2.1 節で述べた各尺度でアンケートフォームを作成し、

調査を行った。スクリーニング調査として感謝行動を設定

し、不適切な回答をする回答者を排除するためにトラップ

質問を１問導入した。社会的価値と向社会的行動（他人）、

災害自己効力感（対人資源活用力）、コミュニティ意識

（連帯・積極性）を本調査とした。作成したアンケートフ

ォームを用いて、調査会社を通じて日本国内在住の調査会

社の一般パネルに配布した。実施期間は 2022/03/11-
2022/03/15 でトラップ質問に引っかかったユーザを除き、

有効回答数 2,473 件を得た。 
本研究では，仮説モデルを検証するために、SEM

（Structural Equation Modeling）による多変量回帰分析を使

用した。SEM 分析では，感謝行動が社会的価値を媒介して

向社会的行動（他人）を予測し、社会的価値と向社会的行

動が災害自己効力感（対人資源活用力）とコミュニティ意

識尺度（連帯・積極性）を予測するという仮説モデルを検

討した。AIC(Akaike's Information Criterion)と BIC(Bayesian 
Information Criterion)は，複数のモデルから最良のモデルを

選択するために役立つ指標であり，それらの値が最も小さ

いモデルが良いと評価される。これらの適合度指標によっ

て，最適な仮説モデルを構成した。 

2.3 調査結果 

回収したアンケートに対し R を用いて分析した。まず、

アンケート回答量の妥当性を検証するため、各変数の信頼

性を確認した。その結果、各変数の内的整合性（𝛼𝛼係数）

は、0.79 から 0.95 の値であり、高い信頼性を備えていた。 
次に、SEM による分析の結果は，図 1 に示した通りであ

った。本研究では，複数のモデルを検証し，最もデータに

当てはまるモデルを採用した。本モデルにおいて，感謝は，

社会的価値(𝛽𝛽 = .50， 𝑝𝑝 < .001)に対して正の影響を及ぼす。

次に、社会的価値は向社会的行動（他人項目群）(𝛽𝛽 = .36，
 𝑝𝑝 < .001)と災害自己効力感（対人資源活用力）(𝛽𝛽 = .44，
 𝑝𝑝 < .001)、コミュニティ意識尺度（連帯・積極性）(𝛽𝛽 =
.44， 𝑝𝑝 < .001)に対して正の影響を及ぼす。更に、向社会

的行動（他人項目群）も災害自己効力感（対人資源活用力）

(𝛽𝛽 = .11， 𝑝𝑝 < .001)、コミュニティ意識尺度（連帯・積極

性）(𝛽𝛽 = .25， 𝑝𝑝 < .001)に対して正の影響を及ぼす結果と

なった。以上の結果から，仮説モデルを予測したと言える。 
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感謝が社会的価値を媒介して向社会的行動を予測するこ

とが分かったが、これは文献[6]を追試する結果が出たと言

える。文献[6]において筆者らは感謝行動が社会的価値を媒

介し、職場における向社会的行動を証明している。感謝と

向社会的行動を計測するのに用いた尺度は異なるものの、

感謝行動が社会的価値を媒介して向社会的行動を促進する

ことが言えた。次に、社会的価値がコミュニティ意識（連

帯・積極性）を予測することが分かった。コミュニティ意

識尺度と「地域への親しみ」との間での関係性について正

相関があると検証した研究が存在する[7]。当該研究を踏ま

えると、社会的事象に意義を付与し、愛/共感/献身する人

は、地域に親しみを持つ活動に貢献し得ることを示唆して

いると言える。従って、本予測を導き出したと考えられる。

次に。社会的価値が災害自己効力感（対人資源活用力）を

予測した。文献[8]において災害自己効力感尺度と情動知能

尺度との関連値が記載されているが、そのうち対人資源活

用力と共感性、愛他心の間に正の関係が存在することが示

されている。この共感性と愛他心が社会的価値に近しい因

子となるため、本予測を導き出したと言える。また、向社

会的行動（他人）がコミュニティ意識（連帯・積極）と災

害自己効力感（対人資源活用力）を予測したが、コミュニ

ティ意識（連帯・積極）と災害自己効力感（対人資源活用

力）がいずれも向社会的行動と重複する要素を持っている

からと考えられる。 
以上の考察を踏まえ、共助を促進するにあたって以下の

方向性が考えられた。 
i. 平時において感謝によって社会的価値を高め、向社

会的行動を促進しておき、共助意識の醸成を実現 
ii. 災害発生時は醸成された共助意識によって自発的な

共助行動が発生し、迅速な対処・復興を実現 
i.については、モデルにおける感謝→社会的価値→向社会

的行動（他人）の関係により感謝行動によって平時におけ

るお互いの助け合い（互恵性）を醸成できることを示唆し

ている。すなわち、来るべき災害に備えて平時より助け合

う文化を醸成しておくことが重要である。近年、 4パトロ

ールランという活動が行われている。この活動では、日常

的に運動習慣のあるユーザがジョギング等の軽い運動のつ

いでに、地域の見回りを行うというボランティアが行われ

ている。現在は Twitter などを用いてチームメンバを募集

し、自主的に見回り活動を行っているが、モチベーション

維持に課題があると考えられる。そこで、ICT を活用し見

回りが行われていると地域住民より感謝のフィードバック
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を受けられるシステムを構築することでパトランユーザの

モチベーションを維持し、互恵性を醸成することが考えら

れる。 
ii. については、i. において住民間で互恵性が高められてい

れば共助意識も高めておくことができ、災害が発生したと

きに自発的な共助が行われ、災害が発生したときの迅速な

対処・復興が可能になると考えられる。ただし、災害対処

を行うには様々な災害対策知識や避難訓練等を通じた災害

発生前の準備が必要であることは言うまでもない。 

3. おわりに 
本研究では「共助」を促進することを目指し、向社会的

行動と関連のある行動・心理因子についてアンケート調査

を通じて調査した。調査の結果平時における感謝を活用し

た社会的価値の向上や向社会的行動を促進することで、住

民間の互恵性、共助意識を醸成できることがわかった。ま

た醸成された共助意識によって災害発生時を想定したコミ

ュニティ意識（連帯・積極性）や災害自己効力感（対人資

源活用力）にも寄与しうることがわかった。一方で、平時

における住民間の助け合いを促進する情報システムが不足

していることが考えられる。今後は自治体等と協力し、こ

れら情報システムを用いた共助意識の醸成を目指す予定で

ある。 
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図 1 SEM を用いて分析した結果 
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